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経経 済済 指指 標標
1．経済指標で見る「地域経済情勢」

◆ 日本経済（内閣府「月例経済報告」 ［2021 年 11 月］ ） ◆

◆ 和歌山県経済 ◆

◆ 大阪府経済 ◆

景気は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が
徐々に緩和されつつあるものの、引き続き持ち直しの動きに弱さがみられる

コロナ禍の影響が残る中で
和歌山県経済は個人消費・企業活動ともに一部で弱さが見られる

コロナ禍の影響が残る中で
大阪府経済は個人消費・企業活動ともに持ち直しの動きが見られる

・一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる（9 月に下方修正も、11 月に上方修正）

・百貨店・スーパー販売額（10 月）は、5 か月連続で前年を下回った
・新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）は、新車供給不足で大幅減 
・新設住宅着工戸数は、「持家」、「貸家」を中心に持ち直しの動きが見られる

・百貨店・スーパー販売額（10 月）は、3 か月ぶりに前年を上回った
・新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）は、新車供給不足で大幅減  
・新設住宅着工戸数（1 〜 10 月累計）は、前年同期比 6.9％増

・生産は、持ち直しに足踏みがみられる（9 月、11 月に下方修正）
・企業収益は、感染症の影響が残る中で、非製造業の一部に弱さがみられるものの、
  持ち直している（8 月に上方修正）
・業況判断は、一部に厳しさが残るものの、持ち直しの動きがみられる

・鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、2 か月連続で下降し、低い水準
・TDB 景気 DI（10 月）は、横ばい

・鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、3 か月ぶりに 100 の水準を上回った
・TDB 景気 DI（10 月）は、コロナ禍前の水準を回復

※ 9 月に下方修正
※（　）内は、2021 年 8 月以降の判断変化

（変更なし）
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個人消費
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企業活動

企業活動

企業活動
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経経 済済 指指 標標
2．経済指標で見る「和歌山県経済」

和歌山県に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）

和歌山県の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較）

コロナ禍の影響が残る中で
和歌山県経済は個人消費・企業活動ともに一部で弱さが見られる

○百貨店・スーパー販売額（10 月）は、5 か月連続で前年を下回った。
○新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）は、新車供給不足で大幅減。
○新設住宅着工戸数は、「持家」、「貸家」を中心に持ち直しの動きが見られる。

○消費者物価指数（和歌山市、10 月）は、コアコア CPI が下降傾向。
○有効求人倍率（10 月）は、2 か月連続で上昇。
○家計消費支出（除く住居等、9 月）は、4 か月連続で前年を下回った。

○鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、 2 か月連続で下降し、低い水準。
○公共工事請負金額（4 〜 10 月累計）は、前年同期比 2.7％減。
○ TDB 景気 DI（10 月）は、横ばい。

≪個人消費≫

≪その他≫

≪企業活動≫
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百貨店・スーパー販売額

百貨店・スーパー販売額（10 月）は、前年
比 2.0% 減となり、5 か月連続で前年を下回っ
た。ただし、9 月 30 日に東京都など 19 都道
府県に出されていた新型コロナウイルス感染症
に係る緊急事態宣言が解除され、人出状況は改
善している。近鉄百貨店和歌山店の販売額は前
年比 0.5% 減と減少幅は縮小した。スーパー販
売額は前年を下回っているものの、ドラッグス
トア、コンビニエンスストア、家電量販店の販
売額は前年を上回るなど、個人消費には持ち直
しの動きが見られた。

新車販売台数

新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）
は、前年比 36.8% 減となり、9 月に続いて大
幅な減少となった。世界的な半導体不足、部品
不足に伴う新車の供給不足が続いており、登録
車・軽自動車ともに販売台数が大きく減少して
いる。車種別では、軽自動車（乗用）の販売台
数が前年比 34.7% 減、登録車は同 38.2% 減と
なった。部品不足の影響は緩和されているもの
の、供給不足は 11 月以降も継続する見込みで、
県内新車販売台数は減少傾向が続く模様。

新設住宅着工戸数

新 設 住 宅 着 工 戸 数（10 月 ） は、 前 年 比
16.7% 増となり、2 か月ぶりに前年を上回った。
県内において緊急事態宣言が発令された 2020
年 4 月以降、大幅な減少が続いていた着工戸
数だが、「持家」、「貸家」を中心に持ち直しの
動きが見られる。21 年 1 月～ 10 月累計での
着工戸数は前年同期比 2.1% 増となっている。
地域別では、御坊市（同 45.1% 増）、橋本市（同
39.3% 増）、田辺市（同 18.8% 増）、紀の川市（同
17.5% 増）で増加している。
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家計消費支出

　家計消費支出（除く住居等、9 月）は、前年
比 10.3％減となり、4 か月連続で前年を下回っ
た。8 月に比べて、減少幅はやや縮小したもの
の、コロナ禍による外出自粛の影響が続き、「一
般外食」、「被服及び履物」への支出額が大幅
に減少している。ただし、9 月以降、新型コロ
ナウイルスの新規感染者数は急激に減少して
おり、人出状況も改善していることから、10
月の家計消費支出額は増加することが予想さ
れる。

鉱工業生産指数

鉱工業生産指数（9 月）は、前月比 2.7 ポ
イントの下降となった。下降は 2 か月連続で、
生産指数は再び低い水準となっている。下降要
因としては、生産指数の上下動が激しい金属製
品工業、石油・石炭製品工業における指数の下
降が挙げられる。また、県内主要業種である鉄
鋼業、汎用機械工業、化学工業で持ち直しの動
きに一服感が見られる。先行きについては、世
界的に製造業における供給制約（原材料・部品・
人手の不足）が問題となっており、この影響に
注意を要する。

公共工事請負金額

公 共 工 事 請 負 金 額（10 月 ） は、 前 年 比
18.5％減となり、2 か月ぶりに前年を下回った。
2021 年 4 月～ 10 月累計での請負金額は前年
同期比 2.7％減となっている。前年に比べて阪
和自動車道・湯浅御坊道の 4 車線化に係る大
型工事が減少した。ただし、国・県・市町村発
注の工事が増加しており、串本地区、新宮地区、
田辺地区では請負金額が増加している。

※調査対象の世帯が約 90 と少ない点に留意
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景況感（TDB景気DI）

　TDB 景気 DI は、㈱帝国データバンクが月次
で実施している景気動向調査から算出された景
況感を表す値である。この値が 50 を超えると、
現在の景気を「良い」とする事業者数が「悪い」
とする事業者数を上回る。
　10 月の景気 DI は前月から横ばい。新型コロ
ナウイルスの感染状況に落ち着きが見られる中
で、非製造業の景気 DI が上昇したが、供給制
約や仕入価格の上昇もあり、製造業で景気 DI
が下降した。

消費者物価指数

　 消 費 者 物 価 指 数（ 和 歌 山 市、10 月 ） は、
2020 年基準への改定の結果、携帯電話の新料
金プラン（3 月提供開始）の影響が強まり、通
信価格が大幅に下落した。そのため、エネルギー
価格は上昇傾向にあるものの、総合、コアコア
CPI ともに前年を下回る水準で推移している。
今後の物価見通しに関しては、世界的な経済活
動正常化で、資源価格が高騰しており、エネル
ギー価格の上昇が予想される。

有効求人倍率

有効求人倍率（10 月）は、前月から 0.01 ポ
イント上昇し、1.12 倍。倍率の上昇は 2 か月
連続。前月に比べて有効求人数は減少したもの
の、有効求職者も減少している。新規求人数に
ついては、コロナ禍前の 2019 年 10 月とほぼ
同水準にまで回復している。建設業、製造業、
運輸業、医療・福祉など幅広い業種で新規求人
数が前年を上回った。
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経経 済済 指指 標標
3．経済指標で見る「大阪府経済」

大阪府に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）

大阪府の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較）

コロナ禍の影響が残る中で
大阪府経済は個人消費・企業活動ともに持ち直しの動きが見られる

○百貨店・スーパー販売額（10 月）は、3 か月ぶりに前年を上回った。
○新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）は、新車供給不足で大幅減。
○新設住宅着工戸数（1 〜 10 月累計）は、前年同期比 6.9％増。

○消費者物価指数（大阪市、10 月）は、コアコア CPI が下降傾向。
○有効求人倍率（10 月）は、全国が上昇する中で、横ばい傾向。
○家計消費支出（除く住居等、9 月）は、3 か月ぶりに前年を上回った。

○鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、3 か月ぶりに 100 の水準を上回った。
○公共工事請負金額（4 〜 10 月累計）は、前年同期比 15.9％増。
○ TDB 景気 DI（10 月）は、コロナ禍前の水準を回復。

≪個人消費≫

≪その他≫

≪企業活動≫
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百貨店・スーパー販売額

　百貨店・スーパー販売額（10 月）は、前年
比 1.4% 増となり、3 か月ぶりに前年を上回っ
た。7 月末以降、百貨店で新型コロナ感染が発
生し、臨時休業や来店者数の制限措置がとられ
た。ただし、9 月 30 日には、コロナ禍に係る
緊急事態宣言が解除されたことで、来店客は増
加した。先行きについても、新型コロナウイル
スの感染状況に落ち着きが見られることから、
百貨店を中心に販売額は増加することが予想さ
れる。

新車販売台数

　新車販売台数（軽自動車 [ 乗用 ] 含む、10 月）
は、前年比 31.2% 減となり、4 か月連続で前
年を下回った。世界的な半導体不足、部品不足
に伴う新車の供給不足が続いており、登録車・
軽自動車ともに販売台数が大きく減少してい
る。車種別では、軽自動車（乗用）の販売台数
が前年比 32.9% 減、登録車は同 30.6% 減となっ
た。部品不足の影響は緩和されているものの、
供給不足は 11 月以降も継続する見込みで、府
内新車販売台数は減少傾向が続く模様。

新設住宅着工戸数

新設住宅着工戸数（10 月）は、前年比 1.5%
減となっており、4 か月ぶりに前年を下回った。
ただし、1 ～ 10 月累計での着工戸数は、前年
同期比 6.9% 増となっている。2020 年 4 月に
最初の緊急事態宣言が発令されて以降、着工戸
数は大幅に減少していたが、「持家」、「貸家」
を中心に持ち直しの動きが見られる。先行きに
ついては、輸入木材の不足に伴う木材価格の高
騰の影響に注意を要する。
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家計消費支出

家計消費支出（除く住居等、9 月）は、前年
比 2.8% 増となり、3 か月ぶりに前年を上回っ
た。コロナ禍に係る緊急事態宣言が発出されて
いたこともあり、「被服及び履物」、「一般外食」
の支出額は減少しているものの、家庭内調理需
要は底堅く、肉類、魚介類、生鮮野菜等の購入
は増加した。先行きについては、9 月 30 日に
緊急事態宣言が解除されたことで、人出状況は
改善しており、10 月の家計消費支出額につい
ては、持ち直しが予想される。

鉱工業生産指数

鉱工業生産指数（9 月）は、前月から 5.9 ポ
イント上昇し、3 か月ぶりに 100 の水準を上
回った。世界的な半導体不足などから輸送機械
工業の生産指数が低迷する一方で、ショベル系
掘削機械・超硬工具等の生産用機械工業、医薬
品等の化学工業などで生産指数は高水準にあ
る。

ただし、府内製造業の主な輸出先であるアジ
アへの輸出量（10 月）が 6 か月連続で減少し
ており、今後の動向に注意を要する。

公共工事請負金額

公共工事請負金額（10 月）は、関西国際空
港滑走路のかさ上げ工事などの大型工事があ
り、前年をわずかに上回った（前年比 0.0％増）。
4 ～ 10 月累計の請負金額は前年同期比 15.9％
増と大幅に増加している。中国自動車道の橋梁
更新工事、大阪市内の高規格道路工事、府市町
村発注の新規施設建設工事など、大型工事が多
数見られた。



経済情報 35経済情報

景況感（TDB景気DI）

　TDB 景気 DI は、㈱帝国データバンクが月次
で実施している景気動向調査から算出された景
況感を表す値である。この値が 50 を超えると、
現在の景気を「良い」とする事業者数が「悪い」
とする事業者数を上回る。
　10 月の景気 DI は前月から 2.4 ポイント上昇。
上昇は 2 か月連続で、コロナ禍前（2019 年
12 月）の 40.7 を上回った。9 月 30 日にコロ
ナ禍に係る緊急事態宣言が解除されたことで、
小売業、運輸業、サービス業、製造業など幅広
い業種で景気 DI が大きく上昇した。この結果
を受けて、帝国データバンクは「当面は落ち込
んだ消費回復への期待が大きく、景況感は改善
基調で推移する」としている。

消費者物価指数

　消費者物価指数（大阪市、10 月）は、2020
年基準への改定の結果、携帯電話の新料金プラ
ン（3 月提供開始）の影響が強まり、通信価格
が大幅に下落した。そのため、エネルギー価格
は上昇傾向にあるものの、総合は前年並み、コ
アコア CPI は前年を下回る水準で推移してい
る。今後の物価見通しに関しては、世界的な経
済活動正常化で、資源価格が高騰しており、エ
ネルギー価格の上昇が予想される。

有効求人倍率

有効求人倍率（10 月）は、前月から横ばい
の 1.12 倍となっている。新型コロナウイルス
の感染状況に落ち着きが見られる一方で、新規
求人数（10 月）は前月から減少しており、そ
の水準もコロナ禍前（2019 年 10 月）に比べ
て 27.6% 減と低い。有効求職者数も高止まり
しており、全国に比べて雇用環境の改善に弱さ
が見られる。


